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論 文 内 容 の 要 旨 
 本論文は、一九八五年電電公社民営化と一九九六年 NTT 分離・分割が決定されるまで、「なぜ長年に渡って議論
が続いたのか、誰が NTT 再編をもたらしたのか」という政策決定主体に焦点を当てて NTT 再編の過程を分析したも
のである。具体的にいえば、本稿では、日本の政治における広い構造的文脈を射程に入れつつ、日本の情報通信産業
に大きなインパクトを与えたとされる電電公社の民営化と NTT 再編というものを、その改革案の形成や決定過程に
おいて利害関係を持つ多様なアクター間の対立・妥協を引き起こす政治過程として捉え、「NTT 再編」の政治過程に
おいて、有力なアクターが「NTT 再編」に対してどのように対応・行動し、それが如何なる結果をもたらしたのかを
実証的に分析したものである。 
 議論の前提作業として、日本の政策決定過程の分析におけるアクターの支配力を重視する「官僚優位論」、「政治
家優位論」、「利益集団優位論」を検討し、NTT 再編過程を分析する方法としての適用可能性を明らかにした。NTT
再編過程の分析方法として特定のアクターが政策過程を支配するという三つの分析方法は、政治経済的コンテクスト
がアクターの行動に影響を与えるというアクターの合理的選択の前提としての構造的要因を看過し、NTT 再編過程に
適用することができないことを提示した。 
 このような「支配」を重視するアプローチの問題点を解決する一つの答えとして、NTT 再編過程をアクターの支配
を強調する立場よりも、どの程度の影響力を持っているのかという諸アクターの相互関係による政策連合形成に注目
し、改革当事者である NTT と全電通が中心となる「政策連合調整型ネットワーク」を分析枠組みとして提案したの
である。 
 そして、制度的コンテクストとイシューコンテクストの変化は、分割阻止に有利な条件として働き、その状況の下
で、電電公社と全電通は、電電公社の民営化の当時と変わらず持続的な影響を及ぼす影響力ブロックの形成と維持が
可能であった。それゆえ、NTT 側が中心となるネットワークの形成は、「分割なしの民営化」と「持ち株会社による
分離分割」の決定で見られるように、改革推進派と改革反対派をコントロールすることに対する大きな役割を果たし、
自身の選好を政策に反映することができたのである。 
 第一章では、NTT 再編の制度変化類型を検討し、制度の内容を決定する主なアクターとして、本稿の分析枠組みで
ある既得権アクターを中心にする「攻策連合調整型ネットワーク」を提示する。 
 第二章では、民営化の政治過程で既得権アクターである電電公社と全電通が改革推進勢力として位置付けられる政
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策転換の要因と「政策連合調整型ネットワーク」の形成が可能であった NTT と全電通の「民営化」に対する対応と
行動、その帰結に焦点を当てて実証的に分析を行う。 
 第三章においては、電電公社民営化過程の政策決定主体である中曽根首相の改革推進と、電電公社民営化に反対し
てきた族議員の政策転換の要因を「ロス（loss）」の概念に基づいて分析し、「分離・分割なしの民営化」が決定さ
れるようになった逓信族と首相の折衝過程を検討する。 
 第四章では、民営化当時の電電公社と全電通による「政策連合調整型ネットワーク」が「衆参ねじれ」によってそ
の支配力を増し、これに加えて、下落する NTT 株価への対処が、郵政省を含む分離・分割推進グループに再編を推
進する妥当性が低くなった分離・分割議論の展開過程について詳しく考察する。その後、分割論終結の可能性が高く
なったにもかかわらず、分離・分割の五年先送りが決定されるようになった要因について分析を行う。 
 第五章では、NTT の一社体制の維持を目指していた NTT と全電通の分割回避の取り組みを考察した上で、郵政省
が狙った完全分離・分割とは異なる措置であった持ち株会社による形式的分離・分割の決定が、NTT の戦略的選択の
結果であることを実証分析する。 
 以上の分析の結果、NTT 再編過程で現れた政策決定過程は、次の三点で特徴付けられる。第一は、改革当事者の主
観的な認識に基づいて形成された戦略が、政策決定集団の既得権アクターの戦略変化を招き、他のアクターとの政策
共有を拡大させ、政策内容や政策変化のスピードを決定するアクターとして役割を果たすようになったことである。
第二は、政策変化の背景として、制度的コンテクストとイシューコンテクストは、NTT による攻策ネットワークの成
立と拡大をもたらし、改革当事者が持続的に影響を及ぼすことができた有利な条件として働いたのである。第三に、
制度的相互作用の存在は、ある「制度の場」における制度変化を困難にすることと、変化を容易くする要因として作
用し、ひとたびある制度に変化が起こると、その環境にある諸制度はアクターによって採択への道が開かれることに
なるといえる。これは、持ち株会社による NTT 再編のように、あるエリアでの選択が他のエリアでの制度の存在に
依存することを意味し、戦略的アクターは、他のエリアでの制度がもたらす帰結を視野に入れた上で、その帰結を自
分のエリアにおける政策の代替案として提示する場合、自分の選好が政策に反映される可能性が高くなり、その代替
案が行き詰まった政策過程を解決する梃子になるといえる。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 本論文は、1985 年電電公社民営化と 1996 年 NTT 分離・分割が決定されるまで、「なぜ長年に渡って議論が続いた
のか、誰がNTT再編をもたらしたのか」という政策決定主体に焦点を当ててNTT再編の過程を分析したものである。 
 第一章は、アクターの行動に影響を与えた状況要因としての 1980 年代から 90 年代における制度的コンテクストと
イシューコンテクストの変化に注目し、それらが分割阻止に有利な条件として働き、そうした状況下において NTT
及び全電通が NTT 側を中心とするネットワーク形成によって、電電公社の民営化の当時と変わることなく持続的な
影響を及ぼす影響力ブロックの形成と維持を可能としたとの認識を提示する。 
 第二章では、民営化の政治過程で既得権アクターである電電公社と全電通が改革推進勢力として位置付けられる政
策転換の要因と「政策連合調整型ネットワーク」の形成が可能であった NTT と全電通の「民営化」に対する対応と
行動、その帰結に焦点を当てて実証的に分析されている。 
 第三章においては、電電公社民営化過程の推進主体として中曽根首相の改革推進と、電電公社民営化に反対してき
た逓信族の政策転換の要因が「ロス（loss）」の概念に基づいて分析され、「分離・分割なしの民営化」が決定される
ようになった逓信族と首相の折衝過程が詳細に検討されている。 
 第四章は、1989 年の NTT 分割の先送りの要因と過程の分析を課題とする。民営化当時の電電公社と全電通による
「政策連合調整型ネットワーク」が「衆参ねじれ」によって改革当事者の支配力を増加させ、また下落する NTT 株
価への対処が郵政省を含む分離・分割推進グループに再編を推進させる妥当性を低め、改革当事者が目指す分割論終
結の可能性が高くなったにもかかわらず分離・分割の五年先送りが決定されるようになった、その要因と過程が分析
されるのである。 
 第五章では、NTT の一社体制の維持を目指していた NTT と全電通の分割回避の取り組みが考察された上で、郵政
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省が狙った完全分離・分割とは異なる措置である持ち株会社による形式的分離・分割の決定が、NTT の戦略的選択の
結果であったことが実証的に分析される。 
 以上から示されるように本論文は、日本の情報通信産業に大きなインパクトを与えた電電公社の民営化と NTT 再
編を、その改革案の形成や決定過程において利害関係を持つ多様なアクター間の対立・妥協を引き起こす政治過程と
して捉え、「NTT 再編」の政治過程において有力なアクターが「NTT 再編」に対してどのように対応・行動し、それ
が如何なる結果をもたらしたのかを広い構造的文脈を射程に入れつつ実証的に分析したものである。 
 本論文は、従来の伝統的な「支配力」重視の「官僚優位論」、「政治家優位論」、「利益集団優位論」の NTT 再編過
程への適用可能性を批判的に検討した上で、その限界性の認識に上に NTT 再編過程を、アクターの合理的選択の前
提としての構造的要因に十分意を払いつつ、アクターの影響力の程度を反映する諸アクターの相互関係による政策連
合形成に注目し、改革当事者の NTT と全電通が中心となる「政策連合調整型ネットワーク」という新たな観点から
包括的な文献・資料を駆使しつつ分析するものであり、単に情報通信産業の規制緩和・民営化論への新たな貢献に止
まらず、広くは政治理論、政治過程論、政策決定論、公共政策論にも貴重な貢献となっており、博士（法学）を授与
するに十分なレベルに達しているものと、審査委員全員は判断した。 
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